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(証券コード2404) 
平成21年11月11日 

 
株 主 各 位 

 
東京都目黒区中目黒二丁目６番20号 

 

代表取締役社長 日 野 洋 一 
 

第11回定時株主総会招集ご通知 
 
拝啓 ますますご清栄のこととお喜び申しあげます。 

 さて、当社第11回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席く

ださいますようご通知申しあげます。 

 なお、当日ご出席願えない場合は、書面にて議決権を行使することができます｡

お手数ながら後記の「株主総会参考書類｣（42ページから46ページまで）をご検討

いただき、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、平成21

年11月25日（水曜日）午後６時までに到着するよう、ご送付いただきたくお願い

申しあげます｡ 
敬 具 

記 
 

1. 日 時 平成21年11月26日（木曜日）午前10時 
2. 場 所 東京都目黒区中目黒二丁目６番20号 京急建設イマスビル５階 

株式会社鉄人化計画 大会議室 
(会場が前回と異なっておりますので、末尾の「株主総会会場ご案
内図」をご参照いただき、お間違えのないようご注意ください｡) 

3. 目 的 事 項 
  報 告 事 項 

1. 第11期（平成20年９月１日から平成21年８月31日まで）事業報告
の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連
結計算書類監査結果報告の件 

2. 第11期（平成20年９月１日から平成21年８月31日まで）計算書類
の内容報告の件 

  決 議 事 項 
第１号議案 剰余金の処分の件 
第２号議案 定款一部変更の件 
第３号議案 取締役４名選任の件 
第４号議案 会計監査人選任の件 

以 上 
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
◎当日ご出席の際には、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください
ますようお願い申しあげます。 

◎株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類及び計算書類について、平成21年11月25日 
(水曜日）までに修正すべき事項が生じた場合には、インターネット上の当社ウェブサイ
ト（http://www.tetsujin.ne.jp）にて掲載することにより、修正事項をお知らせいたし
ます。 



〆≠●0 
01_9323801102111.doc 
㈱鉄人化計画様 招集 2009/10/27 17:52印刷 1/18 

― 2 ― 

(添付書類) 
 

事 業 報 告 
 

（平成20年９月１日から平成21年８月31日まで） 

 

1. 企業集団の現況に関する事項 
 (1) 事業の経過及びその成果 

当連結会計年度におけるわが国経済は、米国に端を発した世界的な金融危

機の影響による株価の低迷や円高の急激な進行などを背景に企業収益が大幅

に悪化し、これを受けて雇用者所得が減少するなど個人消費の低迷が続く極

めて厳しい状況で推移いたしました。 

当社グループが主力事業を展開するカラオケルーム業界におきましては、

2008年のカラオケ参加人口が約4,430万人（レジャー白書2009）と推測され前

年比2.8％程度の微増となっておりますが、景気悪化の影響による消費マイン

ドの低下と個人の娯楽ニーズの多様化による手軽な日常型レジャーとの競合

並びに新型インフルエンザの影響もあり、足下での需要は低迷しております。 

こうした状況の下、大手カラオケチェーン店は、飲食店との複合型店舗の

推進や飲食メニューの充実、メモリアルイベントの実施などそれぞれで特徴

のある施策を積極的に図っております。また、社員教育による人的サービス

の向上や効率的な店舗運営を図るなど景気の影響に配慮した取り組みを行っ

ております。 

ビリヤード・ダーツ業界におきましては、ビリヤード業界は依然として低

迷しておりますが、ダーツ業界は、デジタルダーツ遊技機の人気が続いてお

り、バースタイルの小型店舗を中心とした出店が増えております。競合店で

は、ライトユーザーの取り込みを想定したダーツ・ハウストーナメントを頻

繁に開催するなど積極的な営業活動に取り組んでおります。なお、当業界で

は通信対戦型の新機種の導入が始まっております。 

まんが喫茶（複合カフェ）業界におきましては、参入障壁の低さから市場

は急激に拡大してまいりましたが、2008年の市場規模は2,242億円（前年比

1.1％減）と推計され（複合カフェ白書2009)、出店数と退店数がそれぞれ年

300店舗強（全体の10％強）と均衡しており、市場は飽和状態にあると判断さ

れます。また地域別では、関東、東海、近畿に約７割の店舗が集中しており、

都市部での競合は激化しております。このような中において、各複合カフェ

チェーン店では「ハードウェアの充実」というネットカフェの強みを生かし

て､「ネットカフェ特典」のあるオンラインゲームの強化や独自の動画配信サ

イトを導入するなどの取り組みを行っております。 

フルサービス型珈琲ショップを運営する喫茶業界におきましては、運営す

る形態により珈琲ショップと喫茶店・珈琲専門店に分類され、その市場規模

は2008年において約１兆132億円（外食産業統計資料集）で前年比4.4％減と

推測されております。なお、フルサービス型の喫茶店・珈琲専門店は、店舗

数・市場規模で同業界全体の大部分を占めておりますが、いずれも長期的に

減少傾向にあります。 
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近年における珈琲ショップチェーン各社は、デザートメニューを充実させ客

単価の向上を図る一方、オペレーションコストの削減に取り組んでおります｡ 

音源販売におけるモバイルコンテンツ業界におきましては、2008年の市場

規模が約4,835億円（前年比13％増）と推測され、その主なものは着信メロデ

ィ473億円（同15％減)、着うたⓇ※系1,190億円（同11％増)、モバイルゲーム

869億円（同２％増）となっております（モバイル・コンテンツ・フォーラム

調べ)。また、他のコンテンツも拡大傾向にあり、電子書籍395億円（前年比

79％増)、占い200億円（同10％増)、アバター／アイテム販売157億円（同

162％増）などの市場が成長しております。 
※｢着うたⓇ」はソニー・ミュージックエンタテインメントの登録商標であります。 

このような経済情勢及び業界動向にあって、当社グループは、景気の影響

に配慮した取り組みとして、主力事業でありますカラオケルーム運営事業に

おいて、定期的な企業訪問営業を実施いたしました。また、鉄人システムを

活用した「新会員システム」のサービスを開始いたしました。これは、鉄人

システムに連動したルームにあるリモコン端末の「カラ鉄ＮＡＶＩ」にお客

様専用のページ（マイ歌本）を作り、最大200曲の持ち歌や履歴を登録できた

り、当社のオリジナル採点機能との連動により採点数をそのままポイントに

反映させたりといった「利便性」と「歌う楽しさ」に重点を置いたサービス

であります。当社では、ヘビーユーザーはもちろんのこと、ライトユーザー

においても「カラオケの楽しさそのものを高めてくれる究極のサービス」と

して位置付けております。 

当社グループの重要な成長戦略である出店におきましては、首都圏でのシ

ェア拡大を図るため、カラオケ店舗（20ルーム前後の規模）７店舗の新規出

店を積極的に行ってまいりました。 

人事面におきましても、将来の店舗展開を支える人材の採用活動と育成活

動に積極的に取り組むとともに労務管理の改善に取り組みました。また、内

部統制システムの構築に対応すべく内部統制室を新設し、適正な整備・評価

を推進いたしました。 

これらの結果、当連結会計年度の業績は、売上高7,074百万円（前期比

0.6％減)、経常利益349百万円（同34.0％減)、当期純利益123百万円（同

4.1％増）となりました。 

なお、第２四半期末において中間配当（１株につき500円）を実施いたしました｡ 

 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

なお、以下の売上高にはセグメント間の内部売上高又は振替高を含んでお

ります。 

（カラオケルーム運営事業） 

当事業におきましては、深刻な景気悪化による影響は受けているものの、

身近で手軽なレジャー施設として比較的健闘した業績となりました。なお、

新規出店に係るイニシャルコストの負担により営業利益が影響を受けました。 

出店計画におきましては、ミニ鉄人システムを設備した駅前型カラオケ店

舗７店舗の新規出店を実施し、当連結会計年度末の直営店は38店舗となりま

した。また、収益性の改善が困難であると判断した２店舗を閉店いたしまし

た。 
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店舗運営におきましては、お客様の目線に立ったサービスの向上に取り組

むとともに、安全性と店内環境の改善を考慮したフライヤーレス化やＩＨ 

(電磁誘導加熱）化などの検証に取り組みました。なお、比較可能な既存店※

の売上高は前期比92.2％となりましたが、新店の業績は順調に推移いたしま

した。当連結会計年度より新サービスとして開始いたしました「新会員シス

テム」では、平成21年８月末現在で26万人を超えるお客様に会員となってい

ただいており、当該会員数は順調に増加いたしました。また、引き続き独自

のＱＭＳＣ運動 (Ｑクオリティ＆Ｍメンテナンス：設備の品質、Ｓサービ

ス：おもてなし、Ｃクレンリネス：清潔な環境）を実施し、顧客満足度向上

に向けてお客様の目線に立ったサービスの確立に取り組みました。 

これらの結果、当連結会計年度における業績は、売上高5,439百万円（前期

比0.9％増)、営業利益935百万円（同7.7％減）となりました。 
※｢比較可能な既存店」とは、営業開始後12ヶ月を経過して営業を営んでいる店舗で、前年対比が可

能なものをいいます。 

（ビリヤード・ダーツ遊技場運営事業） 

当事業におきましては、基幹店においてダーツ・ハウストーナメントを開

催するなど、積極的にライトユーザーの集客を図りました。また、デジタル

ダーツ機の新機種を積極的に導入し検証してまいりました。しかしながら同

機種の通信対戦型サービスの遅れにより業績への貢献は軽微なものとなり、

景気悪化が顕著となる中、アーケードゲーム機の利用の低下とデジタルダー

ツ機を設置した競合店の増加の影響により業績は低迷いたしました。 

これらの結果、当連結会計年度における業績は、売上高354百万円（前期比

10.9％減)、営業利益38百万円（同46.6％減）となりました。 

（まんが喫茶（複合カフェ）運営事業） 

当事業におきましては、ハイスペックＰＣの設置を促進するとともに、オ

ンラインゲームのタイトル数を大幅に増加させるなど顧客ニーズの意向に合

致した取り組みを行いました。また、収益性の改善が困難であると判断した

２店舗を閉店いたしました。一部の店舗では、競合店の撤退により業績が回

復傾向にありますが、景気悪化と競争激化の影響で業績は低迷いたしました。 

これらの結果、当連結会計年度における業績は、売上高274百万円（前期比

19.7％減)、営業損失25百万円（前期営業利益３百万円）となりました。 

（フルサービス型珈琲ショップ運営事業） 

当事業におきましては、５月中旬以降の関西圏における新型インフルエン

ザの流行により業績が影響を受けました。特に観光名所が多い京都市内にお

いては影響が深刻であり、夏場に掛けて本来上向く見込みの本店（河原町三

条）の業績に影響を及ぼしました。しかしながら他の既存店が相当程度貢献

したため、当事業に対する業績の影響は軽減されました。 

営業面におきましては､「からふね屋珈琲店・本店」の運営に注力し、新商

品の開発とドリップコーヒーの販売を開始いたしました。また、収益性の改

善が困難であると判断した１店舗を閉店いたしました。 

なお、比較可能な既存店の売上高は、前期比98.2％となりました。 

これらの結果、当連結会計年度における業績は、売上高674百万円（前期比

6.4％増)、営業利益22百万円（前期営業損失13百万円）となりました。 
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（音響設備販売事業） 
当事業におきましては、カラオケ機器及び周辺機器の販売並びに同機器の

メンテナンス業務を行いました。また、親会社に向け､「新会員システム」の
ソフトウェア並びにイントラ設備の販売を行いました。 

これらの結果、当連結会計年度における業績は、売上高488百万円（前期比
58.0％増)、営業利益50百万円（前期営業利益８百万円）となりました。 

（音源販売事業） 
当事業におきましては、携帯電話用コンテンツプロバイダ向けの着信メロ

ディ・着うたⓇ音源の制作及び販売とコンテンツ配信ＡＳＰサービス※や商業
サイト向け着信メロディ・着うたⓇ等の供給サービスの拡販に取り組みました。 

これらの結果、当連結会計年度における業績は、売上高168百万円（前期比
20.9％減)、営業損失０百万円（前期営業利益６百万円）となりました。 
※｢ASPサービス」とは、インターネットを利用して業務用アプリケーションソフトを顧客にレンタ

ルするサービスをいいます。 

（その他の事業） 
当事業におきましては､「鉄人システム」のレンタルを行いました。 
これらの結果、当連結会計年度における業績は、売上高６百万円（前期比

22.2％減)、営業利益２百万円（同16.2％減）となりました。 
 

事業の種類別セグメントの売上高は次のとおりであります。 
 

第 11 期 
第 ９ 期 第 10 期 

当連結会計年度 前期比増減 区   分 
金額

(百万円)
構成比
(％)

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額 
(百万円) 

増減比 
(％) 

カラオケルーム運営事業 5,115 72.9 5,392 73.9 5,439 73.4 47 0.9 

ビリヤード・ダーツ遊技場運営事業 411 5.9 398 5.5 354 4.8 △44 △10.9 

まんが喫茶(複合カフェ)運営事業 439 6.3 342 4.7 274 3.7 △68 △19.7 

フルサービス型珈琲ショップ運営事業 492 7.0 633 8.7 674 9.1 41 6.4 

音 響 設 備 販 売 事 業 369 5.2 309 4.2 488 6.6 179 58.0 

音 源 販 売 事 業 175 2.5 212 2.9 168 2.3 △44 △20.9 

そ の 他 の 事 業 11 0.2 8 0.1 6 0.1 △2 △22.2 
 
 
 (2) 重要な設備投資等の状況 

 当連結会計年度中の重要な設備投資につきましては、カラオケ店舗７店舗
の新規出店を行い、その設備投資額は566百万円となりました。 
 主要な設備は次のとおりであります。 

 
区     分 主 要 設 備 

カラオケの鉄人・志 木 店 

カラオケの鉄人・高 円 寺 店 

カラオケの鉄人・聖蹟桜ヶ丘店 

カラオケの鉄人・藤 沢 店 

カラオケの鉄人・人 形 町 店 

カラオケの鉄人・川 崎 店 

カ ラ オ ケ ル ー ム 運 営 事 業 

カラオケの鉄人・王 子 店 
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 (3) 重要な資金調達の状況 
当社は、主に新規出店等の設備資金として取引銀行等との間でシンジケー

ト・ローン契約を締結しております。 
当連結会計年度末において当該契約に基づく借入未実行残高は次のとおり

であります。 
① 平成20年２月６日締結のシンジケート・ローン 

金額の総額 850,000千円
借入実行残高 813,450千円
差    引 36,550千円

② 平成21年３月31日締結のシンジケート・ローン 
金額の総額 650,000千円
借入実行残高 ―千円
差    引 650,000千円

 
 (4) 対処すべき課題 

世界経済は、各国が揃って大規模な景気刺激策を発動したことを受け、予
想以上に急速な立ち直りを見せ始めております。また、わが国経済におきま
しても当連結会計年度末時点においては企業収益の落ち込みが緩やかになる
など、景気回復の兆しが伝えられております。しかしながら、円高が再び進
行し、失業率が過去最高水準で推移するなど企業環境や雇用情勢は依然厳し
い情勢にあり、消費マインドの回復には時間を要するものと予想されます。 

当社グループが主力事業を展開するカラオケルーム業界におきましては、
引き続き同業社間での競争が激しくなることが予想されます。こうした状況
の下、当社グループは、お客様の目線に立った施策を更に推進して既存店の
業績向上に注力しつつ、新規出店も積極的に検討するとともに、当連結会計
年度同様、お客様並びに従業員の安全を優先したフライヤーレス化等に取り
組み、以下の施策を図る所存であります。 

（カラオケルーム運営事業） 
当事業におきましては、ＱＭＳＣを中心とした店舗の清掃面と接客面を改

めて強化・推進し、お客様の目線に立った営業を徹底し､「お客様が主役」で
気持ちよく・楽しく歌っていただくためのサービスを提供してまいります。
また､「新会員システム」の有効性のＰＲや利用促進により会員数の獲得に努
め、当社店舗のファンを増やしてまいります。 

出店施策といたしましては、引き続き首都圏を中心に「ミニ鉄人システ
ム」を導入した中小規模店舗の新店を積極的に出店してまいります。 

（ビリヤード・ダーツ遊技場運営事業） 
当事業におきましては、ダーツ事業に注力し、新機種である通信対戦型ダ

ーツ機への入れ替えを積極的に推進し、業績の向上に努めてまいります。ま
た、引き続き誰もが参加できるダーツ・ハウストーナメントを継続して開催
し、ライトユーザーの拡充に取り組んでまいります。 

（まんが喫茶（複合カフェ）運営事業） 
当事業におきましては、オンラインゲームのタイトル数を増やすなど顧客

ニーズに合った取り組みを進めるとともに、過剰な設備投資を控え、本来の
まんが喫茶（複合カフェ）設備（コミック、映像、インターネット等）を充
実させた運営を行ってまいります。また、引き続き店舗運営コストの適正化
に取り組み、業績の回復を図ってまいります。 

（フルサービス型珈琲ショップ運営事業） 
京阪神地区に展開する当事業におきましては、京都河原町三条・本店にお

けるブランドイメージの構築に注力し、アミューズメント・レジャー産業を
営む当社グループにふさわしく、バラエティ豊富でお客様に楽しんでいただ
けるパフェメニューの開発とテイクアウト商品の開発と販売を実施してまい
ります。一方、既存店におきましては当連結会計年度並みの業績の維持に取
り組んでまいります。 
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（音響設備販売事業） 

当事業におきましては、引き続きカラオケ機器並びに周辺機器の販売に取

り組んでまいります。 

（音源販売事業） 

当事業におきましては、携帯電話用コンテンツプロバイダ向けの着信メロ

ディ音源の制作及び販売の規模が縮小傾向にある中､「コンテンツ配信ＡＳＰ

サービス」が緩やかながら順調に業績を上げております。今後も引き続き取

引先の獲得に取り組んでまいります。 

 

併せて当社グループは､「固定資産の減損に係る会計基準」を適用している

ことから、長期的な不採算店舗又は事業収益稼得上障害となる店舗について

は営業フロアの縮小や店舗業態の変更、スクラップによる積極的な減損処理

を行い、収益好転に努めてまいります。 

 

当社グループではこうした取り組みを通じて、新たな価値を創造し、収益

確保に努め、堅実に更なる発展を続けていけるよう努力し、株主の皆様のご

期待にお応えしてまいります。 

株主の皆様には、今後とも一層のご理解とご支援を賜りますようお願い申

しあげます。 

 

 (5) 財産及び損益の状況 

① 企業集団の財産及び損益の状況の推移 
 

区   分 第 ８ 期 第 ９ 期 第 10 期 
第 11 期 

(当連結会計年度) 

売 上 高(千円) 6,364,612 6,840,231 7,114,305 7,074,799 

経 常 利 益 又 は
経 常 損 失（△)

(千円) △52,087 364,496 529,463 349,284 

当期純利益又は
当期純損失（△)

(千円) △106,841 55,076 118,480 123,299 

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△)

（円） △3,389.87 1,665.66 3,582.94 3,811.77 

総 資 産(千円) 6,053,379 5,676,975 5,517,599 6,265,899 

純 資 産(千円) 1,480,503 1,539,780 1,640,201 1,691,685 
 
(注) １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は、期中平均株式総数により算出

しております。 
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② 当社の財産及び損益の状況の推移 
 

区   分 第 ８ 期 第 ９ 期 第 10 期 
第 11 期 

（当事業年度） 

売 上 高(千円) 5,440,743 5,860,172 6,063,413 5,939,592 

経 常 利 益 又 は
経 常 損 失（△)

(千円) △30,060 360,750 516,926 278,762 

当期純利益又は
当期純損失（△)

(千円) △81,337 95,980 137,162 111,472 

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△)

（円） △2,578.28 2,902.69 4,147.88 3,446.16 

総 資 産(千円) 5,798,935 5,524,602 5,320,387 6,057,377 

純 資 産(千円) 1,506,221 1,605,593 1,724,454 1,764,068 
 
(注) １株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は、期中平均株式総数により算出

しております。 

 

 (6) 主要な事業内容（平成21年８月31日現在） 

当社グループは、首都圏を中心としたカラオケ店舗「カラオケの鉄人」の

営業を主な事業とするほか、ビリヤード・ダーツ遊技場、まんが喫茶（複合

カフェ)、フルサービス型珈琲ショップの運営並びに音響設備等のシステム開

発及び保守、着信メロディ・着うたⓇ音源コンテンツの制作販売等の事業を行

っております。 

当社グループの事業に係る位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連

は次のとおりであります。 
 

事 業 部 門 主要な事業内容 

カ ラ オ ケ ル ー ム 運 営 事 業 カラオケ店の営業（カラオケの鉄人等） 

ビリヤード･ダーツ遊技場運営事業 ビリヤード・ダーツ場の営業（サンビリ） 

まんが喫茶(複合カフェ)運営事業 まんが喫茶(複合カフェ)店の営業(アジールエッセ等) 

フルサービス型珈琲ショップ運営事業 フルサービス型珈琲ショップの営業(からふね屋珈琲店) 

音 響 設 備 販 売 事 業 カラオケ機器・周辺機器等の販売及びメンテナンス 

音 源 販 売 事 業 携帯電話向け音源の制作及び販売、コンテンツ配信 

そ の 他 の 事 業 ｢鉄人システム」のレンタル 
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 (7) 主要な営業所及び店舗（平成21年８月31日現在） 

① 当社 
 

本社（東京都目黒区中目黒二丁目６番20号） 
 
カラオケルーム店舗（38店舗） 

東京都20店舗、神奈川県11店舗、埼玉県４店舗、 

千葉県２店舗、茨城県１店舗 
 

株式会社鉄人化計画 
店舗 

 
ビリヤード・ダーツ店舗（５店舗） 

東京都３店舗、神奈川県２店舗 
 

 

② 子会社 
 

株式会社システムプランベネックス 本社（大阪府大阪市） 

株式会社エクセルシア 本社（東京都目黒区） 

本社（東京都目黒区） 

からふね屋珈琲株式会社 
店舗

 
フルサービス型珈琲ショップ（11店舗） 

京都府７店舗、大阪府３店舗、兵庫県１店舗 
 

本社（東京都目黒区） 

株式会社クリエイト・ユー 
店舗

 
まんが喫茶（複合カフェ）店舗（５店舗） 

東京都３店舗、埼玉県１店舗、千葉県１店舗 
 

 

 (8) 従業員の状況（平成21年８月31日現在） 

  ① 企業集団の従業員の状況 
 

区  分 従業員数 

男  性 112名 

女  性 17名 

合  計 129名 
 
(注) 1．従業員数は就業人員数であります。 

2．従業員数には、パートタイマー等591名（１日８時間換算による期中平均人員）

は含まれておりません。 

 

  ② 当社の従業員の状況 
 

区  分 従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数 

男  性 102名 ９名増 33.9歳 3.7年 

女  性 13名 １名増 34.4歳 2.8年 

合計又は平均 115名 10名増 34.0歳 3.6年 
 
(注) 1．従業員数は就業人員数であります。 

2．社外への出向者はおりません。 

3．従業員数には、パートタイマー等467名（１日８時間換算による期中平均人員）

は含まれておりません。 
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 (9) 重要な親会社と子会社の状況（平成21年８月31日現在） 

  ① 親会社との状況 

    該当する事項はありません。 

  ② 重要な子会社の状況 
 

会  社  名 資 本 金
議決権
比 率

主要な事業内容 

株式会社システムプランベネックス 10百万円 100％

 
コンピューター周辺機器のハー

ドウェア・ソフトウェアの開

発、製造及び販売 
 

株 式 会 社 エ ク セ ル シ ア 10百万円 100％

 
携帯電話向けＭＩＤＩ音源の制

作 
 

か ら ふ ね 屋 珈 琲 株 式 会 社 100百万円 100％

 
フルサービス型珈琲ショップの

経営 
 

株 式 会 社 ク リ エ イ ト ・ ユ ー 20百万円 100％
まんが喫茶（複合カフェ）の経

営 

 

 (10) 主要な借入先（平成21年８月31日現在） 
 

借     入     先 借 入 残 高 

株 式 会 社 横 浜 銀 行 1,055,286千円 

株 式 会 社 り そ な 銀 行 347,413千円 

株 式 会 社 東 京 都 民 銀 行 230,550千円 

株 式 会 社 百 十 四 銀 行 194,531千円 

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 193,500千円 

株 式 会 社 第 三 銀 行 137,237千円 

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 116,875千円 

 

 (11) その他企業集団の現況に関する重要な事項 

   当社100％出資連結子会社であります株式会社システムプランベネックスと、

株式会社エクセルシア並びに株式会社クリエイト・ユーは、連結子会社の事

業領域の統合による経営基盤と競争力の強化、及び顧客サービスの向上と業

務の効率化、並びに当社グループの事業運営に必要な管理コストの削減を図

ることを目的として、平成21年９月11日に合併契約を締結し、平成21年11月

１日付で株式会社システムプランベネックスを存続会社、株式会社エクセル

シア並びに株式会社クリエイト・ユーを消滅会社とする吸収合併を行いまし

た。 
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2. 会社の株式に関する事項（平成21年８月31日現在） 

(1) 発行可能株式総数 118,560株 

(2) 発行済株式総数 33,068株（自己株式958株を含む｡) 

(3) 株 主 数 2,737名（前期末比246名増) 

(4) 大 株 主 
 

株   主   名 持  株  数 持 株 比 率 

日 野 洋 一 12,508株 38.95％ 

㈱ 横 浜 銀 行 1,200株 3.73％ 

佐 藤 幹 雄 700株 2.18％ 

㈱ ア ト ラ ス 681株 2.12％ 

吉 田 嘉 明 602株 1.87％ 

吉 田 信 行 470株 1.46％ 

㈱ タ イ ト ー 400株 1.24％ 

㈱ Ｂ Ｍ Ｂ 400株 1.24％ 

日  野  加 代 子 360株 1.12％ 

日 野 元 太 360株 1.12％ 

内 藤 月 路 360株 1.12％ 

福 與 な お み 360株 1.12％ 
 
(注) 持株比率は、自己株式（958株）を控除して計算しております。 

 

(5) その他株式に関する重要な事項 

   当社は、経営情勢の変化に対応した機動的な資本政策を遂行するため、会

社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条の規定に

より、平成20年10月27日の当社取締役会決議に基づき、平成20年10月28日か

ら12月30日までの間、市場取引により、958株（発行済株式総数に対する割合

は2.90％）の自己株式を総額32,334,040円で取得いたしました。 
 
3. 会社の新株予約権等に関する事項（平成21年８月31日現在） 

(1) 当事業年度末日における当社役員が保有している職務の執行の対価として

交付された新株予約権の状況 

  1. 平成15年５月19日開催の取締役会決議による新株予約権（第２回新株予約権) 

   ① 新株予約権の数 

     109個 

   ② 新株予約権の目的である株式の種類及び数 

     普通株式436株（新株予約権１個につき４株） 
(注) 平成17年８月４日開催の取締役会決議により、平成17年10月20

日付で１株を４株に分割いたしました。これにより新株予約権
の目的となる株式の数が109株から436株に変更となっておりま
す。 
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   ③ 新株予約権の払込金額 

     払込を要しない 

   ④ 新株予約権の行使価額 

     １個につき198,520円 

(注) 第２回新株予約権の行使価額は、平成18年２月24日以降は１個
につき198,520円（１株当たり49,630円）となっております。こ
れは、平成18年２月８日に決定した新株式発行（第三者割当）
に係る１株当たりの払込金額が、新株予約権要項に定める行使
価額の調整に関する事項に定める時価を下回るため、価額の調
整を行ったことによるものです。 

 
   ⑤ 新株予約権の行使条件 

１）新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても当社及び当

社の子会社の取締役、監査役及び従業員その他これに準ずる地位に

あることを要する。 

２）新株予約権の譲渡、質入その他一切の処分は認めない。 

３）その他、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する契約

に定めるところによる。 

   ⑥ 新株予約権の行使期間 

     平成17年８月５日から平成22年６月25日まで 

   ⑦ 当社役員の保有状況 
 

 新株予約権の数 目的となる株式の種類及び数 保有者数 

取 締 役 35個 普通株式 140株 １名 

監 査 役 ― ― ― 

 

  2. 平成21年６月22日開催の取締役会決議による新株予約権（第４回新株予約権) 

   ① 新株予約権の数 

     952個 

   ② 新株予約権の目的である株式の種類及び数 

     普通株式952株（新株予約権１個につき１株） 

   ③ 新株予約権の払込金額 

     払込を要しない 

   ④ 新株予約権の行使価額 

     １個につき44,490円 

   ⑤ 新株予約権の行使条件 

１）新株予約権について一部行使はできないものとする。 

２）新株予約権者は、権利行使時において、当社及び当社の子会社の取

締役、監査役、従業員の地位にあることを要する。 

３）新株予約権の相続はこれを認めない。 

４）その他の行使条件については、当社の取締役会決議により定めるも

のとする。 
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   ⑥ 新株予約権の行使期間 

     平成22年12月１日から平成24年11月30日まで 

   ⑦ 当社役員の保有状況 
 

 新株予約権の数 目的となる株式の種類及び数 保有者数 

取 締 役 250個 普通株式 250株 ５名 

監 査 役 40個 普通株式  40株 ４名 

 

(2) 当事業年度中に職務の執行の対価として当社使用人等に交付した新株予約

権の状況 

平成21年６月22日開催の取締役会決議による新株予約権（第４回新株予約権) 

  ① 新株予約権の数 

    952個 

  ② 新株予約権の目的である株式の種類及び数 

    普通株式952株（新株予約権１個につき１株） 

  ③ 新株予約権の払込金額 

    払込を要しない 

  ④ 新株予約権の行使価額 

    １個につき44,490円 

  ⑤ 新株予約権の行使条件 

１）新株予約権について一部行使はできないものとする。 

２）新株予約権者は、権利行使時において、当社及び当社の子会社の取締

役、監査役、従業員の地位にあることを要する。 

３）新株予約権の相続はこれを認めない。 

４）その他の行使条件については、当社の取締役会決議により定めるもの

とする。 

  ⑥ 新株予約権の行使期間 

    平成22年12月１日から平成24年11月30日まで 

  ⑦ 当社使用人等の保有状況 
 

 新株予約権の数 目的となる株式の種類及び数 保有者数 

当 社 従 業 員 572個 普通株式 572株 106名 

子 会 社 取 締 役 34個 普通株式  34株 １名 

子 会 社 監 査 役 ５個 普通株式  ５株 １名 

子 会 社 従 業 員 51個 普通株式  51株 15名 
 
(注) 当該新株予約権が付与された使用人のうち、当事業年度末日までに２名が退職した

ことに伴い、新株予約権６個（目的となる株式の種類及び数 普通株式６株）が失

効しております。 

 

(3) その他新株予約権に関する重要な事項 

該当する事項はありません。 
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4. 会社役員に関する事項 

 (1) 取締役及び監査役の氏名等（平成21年８月31日現在） 
 

地   位 氏   名 担当及び重要な兼職の状況 

代表取締役社長 日 野 洋 一  

取 締 役 副 社 長 荒 武 弘 美 社長室長 

常 務 取 締 役 浦 野 敏 男 管理本部長 

常 務 取 締 役 星 川 正 和 開発本部長 

取 締 役 伊 藤 顕 聖 営業本部長 

常 勤 監 査 役 緑 河 久 彰  

監 査 役 和 田 吉 弘  

監 査 役 細 野 康 弘  

監 査 役 金 澤 一 公  
 
(注) 1. 監査役 金澤一公氏は、平成20年11月26日開催の第10回定時株主総会において、

監査役に新たに選任され、就任いたしました。 

   2. 監査役 緑河久彰、細野康弘の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査

役であります。 

   3. 監査役 細野康弘氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関す

る相当程度の知見を有しております。 

 

 (2) 当事業年度における取締役及び監査役の報酬等の総額 
 

区 分 支 給 人 数 支 給 額 

取   締   役 
（うち社外取締役） 

５名 
（―名） 

72,121千円 
（ ― 千円） 

監   査   役 
（うち社外監査役） 

４名 
（２名） 

23,121千円 
（14,240千円） 

合  計 ９名 95,243千円 
 
(注) 1. 取締役の支給額には、使用人兼取締役の使用人分給与は含まれておりません。 

なお、当事業年度における使用人兼取締役の使用人分給与はありません。 

2. 上記支給額には、平成21年６月22日開催の取締役会の決議により、ストックオ

プションとして取締役５名に付与した新株予約権に係る当事業年度の費用計上

額501千円（株式報酬としての額）と監査役４名に付与した新株予約権に係る当

事業年度の費用計上額80千円（株式報酬としての額）を含んでおります。 

3. 取締役の報酬限度額は、平成12年６月１日開催の臨時株主総会において年額150

百万円以内（ただし使用人分給与は含まない｡）と決議いただいております。 

4. 監査役の報酬限度額は、平成12年６月１日開催の臨時株主総会において年額30

百万円以内と決議いただいております。 
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 (3) 社外役員に関する事項 

   社外監査役 

  ① 主要取引先等特定関係事業者との関係 

    該当する事項はありません。 

  ② 当事業年度における主な活動状況 

    取締役会及び監査役会への出席状況及び発言状況 
 

区 分 氏 名 出席状況及び発言状況 

常勤監査役 緑 河 久 彰

当事業年度開催の取締役会におきましては、29回の

うち全てに出席し、これまでの常勤監査役としての見

地から、取締役会の意思決定のために適宜質問を行

い、意見を表明するなど、監査機能を十分に発揮いた

しました。 

 また、当事業年度開催の監査役会におきましては、

15回のうち全てに出席し、監査役会で定めた基本方針

に基づき、監査を実施し、監査結果の報告を行い、監

査役会の適正を確保するために協議を行い、十分に監

査機能を発揮いたしました。 

監 査 役 細 野 康 弘

 当事業年度開催の取締役会におきましては、29回の

うち25回に出席し、これまでの企業経営に関わった経

験と公認会計士としての業務で培われた財務及び会計

に関する専門的な知識等から適宜質問を行い、意見を

表明するなど、監査機能を十分に発揮いたしました。 

 また、当事業年度開催の監査役会におきましては、

15回のうち13回に出席し、監査役会で定めた基本方針

に基づき、監査を実施し、監査結果の報告を行い、監

査役会の適正を確保するために協議を行い、十分に監

査機能を発揮いたしました。 
 
  ③ 責任限定契約の内容の概要 

 当社は社外監査役との間に、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法

第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結できるよう定款で定め

ておりますが、当社と各社外監査役との間では当該契約は締結されており

ません。 
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5. 会計監査人に関する事項 
 (1) 会計監査人の名称 

新日本有限責任監査法人 

 

 (2) 報酬等の額 

  ① 当事業年度に係る報酬の額 

新日本有限責任監査法人 24,000千円 

② 当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 

 25,179千円 

 (注) 当社と会計監査人との間の監査契約について、会社法上の監査に対する報酬等の

額と、金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額を区分しておりません。実質

的に区分できないことから上記①の金額はこれらの合計額を記載しております。 

 

 (3) 非監査業務の内容 

当社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務 

(非監査業務）である「財務報告に係る内部統制に関する助言」についての対価

を支払っております。 

 

 (4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針 

当社では、会社都合のほか、会計監査人が会社法第340条第１項各号の規定

に該当した場合には、監査役全員の同意によって会計監査人を解任いたしま

す。また、公認会計士法違反等、会計監査人として適当でないと判断した場

合は、会計監査人の解任又は不再任の議案を株主総会に付することを取締役

会に請求いたします。取締役会は、公認会計士法等違反、会計監査人として

適当でないと判断した場合は、監査役会の同意を得た上で、会計監査人の解

任又は不再任の議案を株主総会に付することといたします。 

 

 (5) 責任限定契約の内容の概要 

該当する事項はありません。 
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6. 会社の体制及び方針 

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その

他業務の適正を確保するための体制 

 当社は会社法に基づく「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを

確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものと

して法務省令で定める体制の整備」を以下のとおり定め、このような体制の下、

業務の適法性・効率性の確保並びにリスク管理に努めるとともに、当社を取り巻

く環境変化に対応し、不断の見直しを行い、一層の体制整備の徹底・充実を図る

こととします。 

 1. 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

(1) 当社は、倫理規程を設け、この中で当社の基本理念、企業市民としての

基本原則、公正性及び透明性の確保等を定めています。取締役は、業務

執行が適正かつ健全に実践されるべく、当該規程に則した行動を率先垂

範し、グループ企業全体の行動基準として遵守します。 

(2) 取締役は、取締役相互において法令及び定款への適合性を監視するとと

もに毎月の定時取締役会において、各々委嘱された職務の執行状況を報

告します。 

(3) 取締役は、監査役から定期的に監査を受けるとともに、善管注意義務や

利益相反取引等に関する確認書を毎年監査役に提出します。 

(4) 当社は､「倫理規程」に反社会的勢力との関係を遮断する基本方針を掲げ

るとともに、事業のあらゆる分野における反社会的勢力との取引を防止

する体制として、内部管理室が統括部署となり、関係行政機関及び暴力

団追放運動センター等が行う講習に積極的に参加し、また顧問弁護士も

含め相談、助言、指導を受けて連携して対応します。 

 2. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

(1) 取締役会・経営会議その他重要な会議の意思決定に係る情報、代表取締

役社長決裁その他重要な決裁に係る情報並びに財務、事務及びリスク・

コンプライアンスに関する情報を記録・保存、そしてそれらを適切に管

理し、必要な関係者が閲覧できる体制を整備します。 

(2) 情報システムを安全に管理し、検証し、不測の事態に適切かつ迅速な対

応が行われる仕組みを整備します。 

 3. 損失の危機の管理に関する規程その他の体制 

(1) 経営に重大な影響を及ぼすリスクを認識し、評価する仕組みを構築・整

備します。 

(2) コンプライアンス及びリスク管理の実効性を確保するために、リスク・

マネジメント委員会（以下単に「委員会」とする｡）を設置し、委員及び

委員長の職務権限（グループ企業全体に対する指揮権限を有する｡）と責

任を明確にした体制を構築・整備します。 

(3) 経営に重大な影響を及ぼす不測事態が発生し、又は発生する恐れが生じ

た場合、有事の対応を迅速に行うとともに、委員会を中心として全体的

かつ必要であれば企業グループとしての再発防止策を講じます。 
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 4. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

(1) 取締役の職務権限と担当業務を明確にし、会社の機関相互の適切な役割

分担と連携を確保します。 

(2) 取締役会付議に係る重要事項については、経営会議で事前審議を行い、

論点を整理した上で取締役会へ上程することにより、取締役会における

意思決定の効率化を図ります。 

 5. 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

(1) 事業に係る法令等を認識し、その内容を関連部署に周知徹底させること

により法令等遵守の基本的な就業姿勢を確立します。 

(2) 内部管理室の配置により、内部統制システムが有効に機能しているか確

認し、その執行状況を監視します。 

(3) 取締役会は、法令遵守のための体制を含む内部統制システムを決定する

とともに、委員会より定期的に状況報告を受けます。 

(4) 内部通報者の保護を徹底した通報・相談システム（相談窓口）を委員会

に設置します。 

(5) 委員会の設置により、法令等遵守に関する規程の整備並びに倫理規程を

周知徹底させ、法令等遵守意識の維持・向上を図ります。 

6. 当該株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務

の適正を確保するための体制 

(1) 子会社との緊密な連携の下、企業グループとしての法令等を遵守した健

全で持続的な事業の発展に努めます。 

(2) 重要事項の報告及び周知徹底を行う機関としてグループ経営会議を設置

し、企業グループ間での情報の共有化を図るものとします。 

7. 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当

該使用人に関する事項 

監査役より合理的な理由に基づき監査業務の補助者を求められた場合、

取締役は、当該業務を補助する使用人（以下「監査スタッフ」とする｡）と

して適切な人材を配置します。 

 8. 監査役の職務を補助する使用人の取締役からの独立性に関する事項 

監査スタッフは、業務に関して、取締役からの指揮命令を受けないもの

とします。 

9. 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告

に関する体制 

(1) 取締役及び使用人は、会社経営及び事業運営上の重要事項並びに業務執

行の状況及び結果について、監査役に報告できるものとします。 

(2) 取締役は、会社に著しく損害を及ぼす恐れのある事実があることを発見

した場合、速やかに監査役に報告します。 
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 10. その他監査役の監査が実効的に行われていることを確保するための体制 

(1) 取締役と監査役は、相互の意思疎通を図るため、適宜会合を持ちます。 

(2) 取締役は、監査役の職務の適切な執行のため監査役との意思疎通、情報

の収集・交換が行えるよう協力します。 

(3) 取締役は、監査役が必要だと認めた重要な取引先の調査に協力します。 

(4) 代表取締役・監査法人それぞれとの間で定期的に意見交換会を開催しま

す。 

 11. 財務報告の信頼性と適正性を確保するための体制 

(1) 当社は、財務報告の信頼性と適正性を確保するため、金融商品取引法の

法令に準拠した財務報告に係る内部統制システムを整備し、その有効性

の評価を行い、不備がある場合には速やかに是正し改善する体制をとり

ます。 

(2) 財務報告に係る内部統制システムの整備及び運用状況は、内部統制シス

テムの整備及び評価に精通した担当が評価するとともに、内部監査部門

によって、内部統制の評価に係る業務運営の適正性を検証します。 

 

7. 会社の状況に関する重要な事項 
  該当する事項はありません。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰 
  本事業報告中の記載金額及び記載数値につきましては、表示単位未満の端数

を切り捨てて表示しております。 
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連 結 貸 借 対 照 表 
（平成21年８月31日現在） 

（単位：千円） 

資  産  の  部 負  債  の  部 

科     目 金   額 科     目 金   額 
 
流 動 負 債 

買 掛 金

短 期 借 入 金

１年内償還予定の社債

１年内返済予定の長期借入金

リ ー ス 債 務

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

賞 与 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債 

社 債

長 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

長 期 未 払 金

そ の 他
 

 
2,488,853 

146,593 

75,000 

160,000 

1,515,662 

41,727 

59,404 

328,175 

103,710 

7,464 

51,116 

2,085,361 

500,000 

1,424,461 

56,100 

1,633 

103,166 

負 債 合 計 4,574,214 

純 資 産 の 部 
 
株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

自 己 株 式 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

新 株 予 約 権 
 

 
1,688,884 

732,394 

725,552 

263,272 

△32,334 

889 

889 

1,910 

 
流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受取手形及び売掛金 

商 品 及 び 製 品 

仕 掛 品 

原材料及び貯蔵品 

前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 及 び 構 築 物 

車 両 運 搬 具 

工 具 器 具 備 品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

建 設 仮 勘 定 

無 形 固 定 資 産 

の れ ん 

そ の 他 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

繰 延 税 金 資 産 

差 入 保 証 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 
 

1,976,312

1,584,602

65,227

8,391

2,515

49,411

186,203

33,063

47,179

△281

4,289,587

2,596,168

2,025,286

563

265,136

247,714

54,958

2,507

412,456

342,204

70,251

1,280,962

37,004

61,815

1,093,397

89,580

△835 純 資 産 合 計 1,691,685 

資 産 合 計 6,265,899 負債純資産合計 6,265,899 
 
(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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連 結 損 益 計 算 書 
 

（平成20年９月１日から平成21年８月31日まで） 

（単位：千円） 

科       目 金         額 

売 上 高  7,074,799 

売 上 原 価  5,648,202 

売 上 総 利 益  1,426,596 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  1,021,542 

営 業 利 益  405,053 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 1,482  

受 取 配 当 金 123  

受 取 販 売 支 援 金 31,961  

受 取 保 険 金 6,564  

受 取 設 備 利 用 料 9,739  

そ の 他 11,138 61,008 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 80,984  

社 債 発 行 費 13,491  

支 払 手 数 料 16,276  

そ の 他 6,026 116,778 

経 常 利 益  349,284 

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 8,504 8,504 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 24,119  

減 損 損 失 39,954  

そ の 他 2,028 66,102 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  291,686 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 110,234  

法 人 税 等 調 整 額 58,152 168,387 

当 期 純 利 益  123,299 
 
(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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連結株主資本等変動計算書 
 

（平成20年９月１日から平成21年８月31日まで） 

（単位：千円） 

株   主   資   本 
 

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計 

平成20年８月31日残高 732,394 725,552 180,828 ― 1,638,775 

連結会計年度中の変動額  

剰 余 金 の 配 当 △40,856 △40,856 

当 期 純 利 益 123,299 123,299 

自 己 株 式 の 取 得 △32,334 △32,334 

株主資本以外の項目の 
連 結 会 計 年 度 中 の 
変 動 額 ( 純 額 ) 

 

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 82,443 △32,334 50,109 

平成21年８月31日残高 732,394 725,552 263,272 △32,334 1,688,884 

 
 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 
 その他有価証券

評 価 差 額 金
評価・換算
差額等合計

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計 

平成20年８月31日残高 1,425 1,425 ― 1,640,201 

連結会計年度中の変動額  

剰 余 金 の 配 当 △40,856 

当 期 純 利 益 123,299 

自 己 株 式 の 取 得 △32,334 

株主資本以外の項目の 
連 結 会 計 年 度 中 の 
変 動 額 ( 純 額 ) 

△536 △536 1,910 1,374 

連結会計年度中の変動額合計 △536 △536 1,910 51,483 

平成21年８月31日残高 889 889 1,910 1,691,685 
 
(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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連 結 注 記 表 
 

（継続企業の前提に関する注記） 

 該当する事項はありません。 

 

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記） 

 1. 連結の範囲に関する事項 

  (1) 連結子会社の数     ４社 

  (2) 連結子会社名      ㈱システムプランベネックス 

                ㈱エクセルシア 

                からふね屋珈琲㈱ 

                ㈱クリエイト・ユー 

 2. 持分法の適用に関する事項 

    該当する事項はありません。 

 3. 連結子会社の事業年度等に関する事項 

    連結決算日と決算日が異なる連結子会社 

    連結子会社名 

     ㈱システムプランベネックス  決算日 平成21年７月31日 

連結計算書類を作成するにあたっては、子会社の決算日現在の計算書

類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上

必要な調整を行っております。 

 4. 会計処理基準に関する事項 

  (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

   ① 有価証券 

    その他有価証券 

時価のあるもの……決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定｡）を採用しております。 

時価のないもの……移動平均法による原価法 

   ② たな卸資産 

通常の販売目的で保有するたな卸資産 

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によって

おります。 

製品及び仕掛品……個別法による原価法 

その他………………最終仕入原価法 
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  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産………定率法 

 ただし、建物（建物附属設備を除く｡）について

は、法人税法に定める定額法によっております。な

お、耐用年数及び残存価額については、法人税法に

規定する方法と同一の基準によっております。ま

た、取得価額20万円未満の少額減価償却資産につい

ては、事業年度毎に一括して３年間で均等償却して

おります。 

② 無形固定資産………定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法によ

っております。 

③ リース資産…………リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする

定額法を採用しております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が平成20年８月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。 

④ 長期前払費用………定額法 

 なお、償却期間については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっております。 

  (3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金…………当社及び連結子会社は、売上債権等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

② 賞与引当金…………当社及び連結子会社は、従業員への賞与支給に備え

るため、将来の支給見込額のうち、当連結会計年度

の負担額を計上しております。 

  (4) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法…原則として繰延ヘッジ処理によっております。 

 また、特例処理の要件を満たしている金利スワッ

プ取引及び金利キャップ取引については、特例処理

によっております。 
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② ヘッジ手段とヘッジ対象…当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段

とヘッジ対象は以下のとおりであります。 

 (ヘッジ手段） 

 金利スワップ及び金利キャップ 

(ヘッジ対象） 

 借入金 

③ ヘッジ方針…………デリバティブ取引に関する社内規程に基づき、ヘッ

ジ対象に係る金利変動リスクを一定の範囲内でヘッ

ジしております。 

④ ヘッジ有効性の評価の方法…特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引及

び金利キャップ取引のみであるため、有効性の評価

を省略しております。 

  (5) その他連結計算書類作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理…消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

 5. 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

    連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。 

 6. のれんの償却に関する事項 

    のれんは10年間で均等償却しております。 

 7. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更 

  (1) たな卸資産の表示方法の変更 

財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成20年８月７日 内閣府

令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年度において､「たな卸資

産」として掲記されたものは、当連結会計年度から「商品及び製品｣､「仕掛

品」及び「原材料及び貯蔵品」に区分掲記しております。 

  (2) たな卸資産の評価に関する会計基準の適用 

当連結会計年度より､「棚卸資産の評価に関する会計基準｣（企業会計基準

第９号 平成18年７月５日公表分）を適用しております。なお、これによる

損益に与える影響は軽微であります。 

  (3) リース取引に関する会計基準等の適用 

当連結会計年度より､「リース取引に関する会計基準｣（企業会計基準第13

号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会)、平成19年３月30日改

正)）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針｣（企業会計基準適用指

針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会)、平

成19年３月30日改正)）を適用しております。 

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

これによる損益に与える影響は軽微であります。 
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（連結貸借対照表に関する注記） 

 1. 担保資産及び担保付債務 

  (1) 担保に供している資産 

定期預金 40,248千円

差入保証金 78,709千円

 計 118,957千円

  (2) 担保付債務 

１年内返済予定の長期借入金 175,500千円

長期借入金 16,375千円

 計 191,875千円

 

 2. 減価償却累計額 

有形固定資産の減価償却累計額 1,748,856千円

 

（連結株主資本等変動計算書に関する注記） 

 1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

(1) 発行済株式の種類 普通株式

(2) 期末発行済株式の総数 33,068株

 2. 当連結会計年度の末日における自己株式の種類及び数に関する事項 

(1) 自己株式の種類 普通株式

(2) 自己株式の総数 958株

 3. 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

  ＜期末配当＞ 

(1) 決議 平成20年11月26日 定時株主総会 

(2) 株式の種類 普通株式 

(3) 配当の原資 利益剰余金 

(4) 配当金の総額 24,801千円 

(5) １株当たり配当金 750.00円 

(6) 基準日 平成20年８月31日 

(7) 効力発生日 平成20年11月27日 

  ＜中間配当＞ 

(1) 決議 平成21年４月10日 取締役会 

(2) 株式の種類 普通株式 

(3) 配当の原資 利益剰余金 

(4) 配当金の総額 16,055千円 

(5) １株当たり配当金 500.00円 

(6) 基準日 平成21年２月28日 

(7) 効力発生日 平成21年５月11日 
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 4. 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項 

(1) 決議 平成21年11月26日 定時株主総会 

(2) 株式の種類 普通株式 

(3) 配当の原資 利益剰余金 

(4) 配当金の総額 16,055千円 

(5) １株当たり配当金 500.00円 

(6) 基準日 平成21年８月31日 

(7) 効力発生日 平成21年11月27日 

 5. 当連結会計年度の末日における新株予約権の目的となる株式の数 

    平成15年６月26日開催の臨時株主総会の決議による 

    ストックオプション 436株

  

（１株当たり情報に関する注記） 

  (1) １株当たり純資産額 52,624.54円

  (2) １株当たり当期純利益 3,811.77円

 

（重要な後発事象に関する注記） 

 該当する事項はありません。 

 



〆≠●0 
02_9323801102111.doc 
㈱鉄人化計画様 招集 2009/10/27 17:52印刷 9/22 

― 28 ― 

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本 
 

独立監査人の監査報告書 
 

平成21年10月７日 
 
株式会社鉄人化計画 
 
 取締役会 御中 
 

新日本有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 和 田 慎 二 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 吉 澤 祥 二 ㊞

 

 当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社鉄人化計

画の平成20年９月１日から平成21年８月31日までの連結会計年度の連結計算

書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計

算書及び連結注記表について監査を行った。この連結計算書類の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する意

見を表明することにある。 

 

 当監査法人は、我が国において一般的に公正妥当と認められる監査の基準

に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査

は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法

並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書

類の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意

見表明のため合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般的に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社鉄人化計画及び連結子会

社から成る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。 

以 上 
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貸 借 対 照 表 
（平成21年８月31日現在） 

（単位：千円） 

資  産  の  部 負  債  の  部 

科     目 金   額 科     目 金   額 
 
流 動 負 債 

買 掛 金

短 期 借 入 金

１年内償還予定の社債

１年内返済予定の長期借入金

リ ー ス 債 務

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

預 り 金

前 受 収 益

賞 与 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債 

社 債

長 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

長 期 未 払 金

長 期 預 り 保 証 金

長 期 前 受 収 益
 

 
2,302,810 

101,940 

75,000 

160,000 

1,452,542 

41,727 

56,961 

317,782 

55,297 

3,071 

6,842 

8,909 

6,324 

16,411 

1,990,499 

500,000 

1,325,489 

56,100 

1,610 

67,147 

40,150 

負 債 合 計 4,293,309 

純 資 産 の 部 
 
株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金 

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

自 己 株 式 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金

新 株 予 約 権 
 

 
1,761,311 

732,394 

724,744 

724,744 

336,505 

336,505 

336,505 

△32,334 

845 

845 

1,910 

 
流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

商 品 及 び 製 品 

原材料及び貯蔵品 

前 渡 金 

前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

未 収 入 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

構 築 物 

車 両 運 搬 具 

工 具 器 具 備 品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

建 設 仮 勘 定 

無 形 固 定 資 産 

の れ ん 

商 標 権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

電 話 加 入 権 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

出 資 金 

長 期 前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

差 入 保 証 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

1,461,450

1,154,037

37,767

4,086

31,531

11,265

169,174

24,959

25,963

2,946

△281

4,595,927

2,422,568

1,827,620

88,117

127

240,125

171,914

92,153

2,507

113,706

9,249

7,854

92,340

4,261

2,059,652

36,808

943,391

80

67,079

39,774

954,430

18,923

△835 純 資 産 合 計 1,764,068 

資 産 合 計 6,057,377 負債純資産合計 6,057,377 
 
 (注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 
 

（平成20年９月１日から平成21年８月31日まで） 

（単位：千円） 

科       目 金         額 

売 上 高  5,939,592 

売 上 原 価  4,735,175 

売 上 総 利 益  1,204,416 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  886,346 

営 業 利 益  318,070 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,217  

受 取 手 数 料 587  

受 取 販 売 支 援 金 31,761  

受 取 事 務 受 託 料 10,950  

受 取 保 険 金 6,461  

受 取 設 備 利 用 料 10,863  

そ の 他 10,901 72,742 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 68,937  

社 債 利 息 7,959  

社 債 発 行 費 13,491  

支 払 手 数 料 16,276  

そ の 他 5,386 112,051 

経 常 利 益  278,762 

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 8,107 8,107 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 9,243  

減 損 損 失 39,954  

そ の 他 2,028 51,226 

税 引 前 当 期 純 利 益  235,642 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 53,537  

法 人 税 等 調 整 額 70,632 124,170 

当 期 純 利 益  111,472 
 
 (注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書 
 

（平成20年９月１日から平成21年８月31日まで） 

（単位：千円） 

株    主    資    本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益
剰 余 金

 
資本金 

資本準備金
資本剰余金
合   計 繰越利益

剰 余 金

利益剰余金
合   計

自己株式 
株主資本 
合  計 

平成20年８月31日残高 732,394 724,744 724,744 265,888 265,888 ― 1,723,028 

事業年度中の変動額   

剰 余 金 の 配 当 △40,856 △40,856  △40,856 

当 期 純 利 益 111,472 111,472  111,472 

自己株式の取得 △32,334 △32,334 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額 
(純額) 

  

事業年度中の変動額合計 ― ― ― 70,616 70,616 △32,334 38,282 

平成21年８月31日残高 732,394 724,744 724,744 336,505 336,505 △32,334 1,761,311 
 
 

 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 
 その他有価証券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

新株予約権 純資産合計 

平成20年８月31日残高 1,425 1,425 ― 1,724,454 

事業年度中の変動額  

剰 余 金 の 配 当 △40,856 

当 期 純 利 益 111,472 

自己株式の取得 △32,334 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額 
(純額) 

△579 △579 1,910 1,331 

事業年度中の変動額合計 △579 △579 1,910 39,613 

平成21年８月31日残高 845 845 1,910 1,764,068 

 (注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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個 別 注 記 表 
 

（継続企業の前提に関する注記） 

 該当する事項はありません。 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

 1. 資産の評価基準及び評価方法 

  (1) 有価証券 

子会社株式及び     移動平均法による原価法 

関連会社株式 

その他有価証券 

時価のあるもの…………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定｡）を採用しております｡ 

時価のないもの…………移動平均法による原価法 

  (2) たな卸資産 

通常の販売目的で保有するたな卸資産 

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によってお

ります。 

全てのたな卸資産…………最終仕入原価法 

 2. 固定資産の減価償却の方法 

  (1) 有形固定資産………………定率法 

 ただし、建物（建物附属設備を除く｡）につ

いては、法人税法に定める定額法によっており

ます。なお、耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同一の基準によ

っております。また、取得価額20万円未満の少

額減価償却資産については、事業年度毎に一括

して３年間で均等償却しております。 

  (2) 無形固定資産………………定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。 

  (3) リース資産…………………リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロと

する定額法によっております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引

のうち、リース取引開始日が平成20年８月31日以

前のリース取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっております｡ 

  (4) 長期前払費用………………定額法 

 なお、償却期間については、法人税法に規定

する方法と同一の基準によっております。 
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 3. 引当金の計上基準 

  (1) 貸倒引当金…………………売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しております。 

  (2) 賞与引当金…………………従業員への賞与支給に備えるため、将来の支給

見込額のうち、当事業年度の負担額を計上して

おります。 

 4. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

  (1) 繰延資産の処理方法 

社債発行費………………発生時に全額費用として計上しております。 

  (2) ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法………原則として繰延ヘッジ処理によっております。 

 また、特例処理の要件を満たしている金利ス

ワップ取引及び金利キャップ取引については、

特例処理によっております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象…当事業年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段

とヘッジ対象は以下のとおりであります。 

 ヘッジ手段：金利スワップ及び金利キャップ 

 ヘッジ対象：借入金 

③ ヘッジ方針………………デリバティブ取引に関する社内規程に基づき、

ヘッジ対象に係る金利変動リスクを一定の範囲

でヘッジしております。 

④ ヘッジ有効性の評価の方法…特例処理の要件を満たしている金利スワップ取

引及び金利キャップ取引のみであるため、有効

性の評価を省略しております。 

  (3) 消費税等の会計処理………

 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式

によっております。 

 

（会計方針の変更） 

  会計処理の原則及び手続の変更 

  (1) たな卸資産の評価に関する会計基準の適用 

当事業年度より､「棚卸資産の評価に関する会計基準｣（企業会計基準第

９号 平成18年７月５日公表分）を適用しております。 

なお、これによる損益に与える影響はありません。 
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  (2) リース取引に関する会計基準等の適用 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりましたが、当事業年度よ

り､「リース取引に関する会計基準｣（企業会計基準第13号（平成５年６月

17日（企業会計審議会第一部会)、平成19年３月30日改正)）及び「リース

取引に関する会計基準の適用指針｣（企業会計基準適用指針第16号（平成

６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会)、平成19年３月30

日改正)）を適用しております。 

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナン

ス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。 

なお、これによる損益に与える影響は軽微であります。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

 1. 担保資産及び担保付債務 

  (1) 担保に供している資産 

定期預金 40,248千円

差入保証金 78,709千円

  計 118,957千円

  (2) 担保付債務 

１年内返済予定の長期借入金 175,500千円

長期借入金 16,375千円

  計 191,875千円

 2. 減価償却累計額 

   有形固定資産の減価償却累計額 1,642,512千円

 3. 保証債務 

  (1) 関係会社の銀行借入に対する債務保証 136,092千円

  (2) 関係会社のリースに対する債務保証 4,274千円

 4. 関係会社に対する金銭債権又は金銭債務 

  (1) 関係会社に対する短期金銭債権 1,636千円

  (2) 関係会社に対する金銭債務 

     短期金銭債務 40,156千円

     長期金銭債務 25,000千円

 

（損益計算書に関する注記） 

  関係会社との取引高 

  (1) 関係会社との営業取引 228,961千円

  (2) 関係会社との営業取引以外の取引 18,768千円
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（株主資本等変動計算書に関する注記） 

  当事業年度末日における自己株式の種類及び数 

  (1) 自己株式の種類 普通株式

  (2) 自己株式の総数 958株

 

（税効果会計に関する注記） 

 1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  (繰延税金資産) 

   (1) 流動資産 

未 払 事 業 税 6,384千円

未 払 事 業 所 税 5,930千円

賞 与 引 当 金 2,572千円

未 払 水 道 光 熱 費 等 9,624千円

そ の 他 447千円

    小   計 24,959千円

   (2) 固定資産 

減 価 償 却 超 過 額 51,450千円

前 受 販 売 奨 励 金 11,298千円

そ の 他 8,978千円

    小   計 71,726千円

評 価 性 引 当 額 △31,371千円

繰 延 税 金 資 産 合 計 65,314千円
 
  (繰延税金負債) 580千円
 

繰 延 税 金 資 産 の 純 額 64,734千円

 2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異が

あるときの、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法 定 実 効 税 率 40.7％

   (調   整） 

交際費等永久に損金に 
算 入 さ れ な い 項 目 

0.4％

住 民 税 均 等 割 7.0％

減 損 損 失 4.0％

貸 倒 引 当 金 △0.1％

関 係 会 社 株 式 0.5％

そ の 他 0.2％

税 効 果 会 計 適 用 後 の 
法 人 税 等 の 負 担 率 

52.7％
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（リースにより使用する固定資産に関する注記） 

 貸借対照表に計上した固定資産のほか、カラオケ機器及びその周辺機器、厨

房機器等の一部については所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用

しております。 

リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び未経過リース料相当

額 

  (1) 当事業年度の末日におけるリース物件の取得価額相当額 

 631,916千円
 
  (2) 当事業年度の末日におけるリース物件の減価償却累計額相当額 

 399,063千円

  (3) 当事業年度の末日におけるリース物件の未経過リース料相当額 

 239,682千円

 

（関連当事者との取引に関する注記） 
 

関連当事者名 内       容 

１ 日 野 洋 一 

(1) 議決権等の被所有割合：被所有割合 38.9％ 

(2) 関連当事者との関係：役員並びに主要株主 

(3) 取引の内容：店舗建物の賃借料及び水道光熱費に対して債務保証

を受けております。なお、保証料の支払は行ってお

りません。 

賃借料及び水道光熱費              210,944千円 

(4) 取引により発生した債権・債務の期末残高       ―千円 

２ 日 野 加代子 

(1) 議決権等の被所有割合：被所有割合  1.1％ 

(2) 関連当事者との関係：役員の近親者 

(3) 取引の内容：店舗建物の賃借料及び水道光熱費に対して債務保証

を受けております。なお、保証料の支払は行ってお

りません。 

賃借料及び水道光熱費              91,871千円 

(4) 取引により発生した債権・債務の期末残高       ―千円 

３ トリックスターズ・アレア有限会社 

(1) 議決権等の所有（被所有）割合：所有割合―％、被所有割合―％ 

(2) 関連当事者との関係：役員及びその近親者が議決権の過半数を所有する会社 

(3) 取引の内容：店舗建物の水道光熱費等の支払     8,921千円 

(4) 取引により発生した債権・債務の期末残高       ―千円 

(5) 取引条件及び取引条件の決定方針 

水道光熱費の金額は実費精算であり、その他の取引条件も第三者

との取引条件に準じております。 

４ 有限会社日喜土地開発 

(1) 議決権等の所有（被所有）割合：所有割合―％、被所有割合―％ 

(2) 関連当事者との関係：役員及びその近親者が議決権の過半数を所有する会社 

(3) 取引の内容：店舗建物の賃借料の支払       52,430千円 

(4) 取引により発生した債権の期末残高：差入保証金  26,180千円 

                   長期前払費用  1,501千円 

(5) 取引条件及び取引条件の決定方針 

①賃借料は㈱新日本不動産鑑定事務所との鑑定評価によっております｡ 

②その他の取引条件は、第三者との取引条件に準じております。 
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関連当事者名 内       容 

５ 株式会社サンフィールドコンサルティング 

(1) 議決権等の所有（被所有）割合：所有割合―％、被所有割合―％ 

(2) 関連当事者との関係：役員及びその近親者が議決権の過半数を所有する会社 

(3) 取引の内容：店舗建物の賃借料の支払       15,112千円 

(4) 取引により発生した債権の期末残高：差入保証金   9,222千円 

                   長期前払費用   512千円 

(5) 取引条件及び取引条件の決定方針 

①賃借料は㈱新日本不動産鑑定事務所との鑑定評価によっております｡ 

②その他の取引条件は、第三者との取引条件に準じております。 

６ 株式会社システムプランベネックス 

(1) 議決権等の所有（被所有）割合：所有割合100％､被所有割合―％ 

(2) 関連当事者との関係：子会社 

(3) 取引の内容 

カラオケ機器等の購入、カラオケシステムの開発及びメンテナン

スを委託しており、建物の一部を転貸しております。 

また、金融機関からの借入に対して債務保証を行っております

が、保証料は受け取っておりません。 

①カラオケ機器等の購入              4,626千円 

②メンテナンス費用等の支払           105,400千円 

③賃貸収入                    5,028千円 

④金融機関からの借入に対する債務保証      66,092千円 

(4) 取引により発生した債務の期末残高：未払費用   20,360千円 

(5) 取引条件及び取引条件の決定方針 

第三者との取引条件に準じております。 

７ 株式会社エクセルシア 

(1) 議決権等の所有（被所有）割合：所有割合100％､被所有割合―％ 

(2) 関連当事者との関係：子会社 

(3) 取引の内容 

着メロ・着うたⓇ等の音源制作を委託しており、建物の一部を転

貸、事務の一部を受託しております。 

①業務委託料の支払               54,971千円 

②賃貸収入                    4,308千円 

③受取事務受託料                  360千円 

(4) 取引により発生した債務の期末残高：未払費用   12,858千円 

(5) 取引条件及び取引条件の決定方針 

第三者との取引条件に準じております。 

８ からふね屋珈琲株式会社 

(1) 議決権等の所有（被所有）割合：所有割合100％､被所有割合―％ 

(2) 関連当事者との関係：子会社 

(3) 取引の内容 

店舗建物の転貸、珈琲豆の仕入、営業経費の立替払及び事務の一

部を受託しております。 

また、金融機関からの借入とリース会社に対するリース債務に対

し債務保証を行っておりますが､保証料は受け取っておりません｡ 

①賃貸収入                   36,132千円 

②受取事務受託料                  360千円 

③珈琲豆の仕入                 18,387千円 

④金融機関からの借入に対する債務保証      70,000千円 

⑤リース債務に対する債務保証           4,274千円 

(4) 取引により発生した債権の期末残高：立替金      961千円 

(5) 取引により発生した債務の期末残高：預り保証金  25,000千円 

                   買掛金     3,766千円 

(6) 取引条件及び取引条件の決定方針 

第三者との取引条件に準じております。 
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関連当事者名 内       容 

９ 株式会社クリエイト・ユー 

(1) 議決権等の所有（被所有）割合：所有割合100％､被所有割合―％ 

(2) 関連当事者との関係：子会社 

(3) 取引の内容 

建物の一部及び設備を転貸、営業経費の立替払及び事務の一部を

受託しております。 

①賃貸収入                    6,404千円 

②受取設備利用料                 1,124千円 

③受取事務受託料                10,230千円 

(4) 取引により発生した債権の期末残高：立替金      674千円 

(5) 取引条件及び取引条件の決定方針 

第三者との取引条件に準じております。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

 (1) １株当たり純資産額 54,878.77円

 (2) １株当たり当期純利益 3,446.16円

 

（重要な後発事象に関する注記） 

  該当する事項はありません。 
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会計監査人の監査報告書 謄本 
 

独立監査人の監査報告書 
 

平成21年10月７日 
 
株式会社鉄人化計画 
 
 取締役会 御中 
 

新日本有限責任監査法人 
 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 和 田 慎 二 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 吉 澤 祥 二 ㊞

 

 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社鉄

人化計画の平成20年９月１日から平成21年８月31日までの第11期事業年度の

計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び

個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。 

 この計算書類及びその附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から計算書類に対する意見を表明することにある｡ 

 

 当監査法人は、我が国において一般的に公正妥当と認められる監査の基準

に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類に重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに

経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその

附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果

として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一

般的に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類に係

る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。 

以 上 
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監査役会の監査報告書 謄本 
 

 

監 査 報 告 書 
 

 当監査役会は、平成20年９月１日から平成21年８月31日までの第11期事業

年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ

き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 

 

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

 監査役会は、監査の方法、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から

その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし

た。 

 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方

針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思

疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役

会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲

覧し、本社及び店舗において業務及び財産の状況を調査いたしました。ま

た、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社

法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会

決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ

ム）の状況を監視及び検証いたしました。子会社については、子会社の取

締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社

から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る

事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。 

 さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し

ているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査

人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制｣（会社計

算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準｣（平成

17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、

必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係

る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注

記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損

益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いた

しました。 
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2. 監査の結果 

(1) 事業報告等の監査結果 

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。 

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。 

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する取締役の職務の執行に

ついても、指摘すべき事項は認められません。 

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。 

(3) 連結計算書類の監査結果 

会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。 

 

 平成21年10月13日 
 

株式会社 鉄人化計画 監査役会 

常勤監査役(社外監査役) 緑 河 久 彰 ㊞ 

監 査 役 和 田 吉 弘 ㊞ 

監 査 役(社外監査役) 細 野 康 弘 ㊞ 

監 査 役 金 澤 一 公 ㊞ 
  

以 上 
 

 
以 上 
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株主総会参考書類 
 

議案及び参考事項 

 

 第１号議案 剰余金の処分の件 

 第11期の期末配当につきましては、当期の業績、今後の事業展開

並びに内部留保の状況等を勘案いたしまして、次のとおりといたし

たいと存じます。 

 期末配当金に関する事項 

(1) 配当財産の種類 

  金銭といたします。 

(2) 株主に対する配当財産の割当に関する事項及びその総額 

  当社普通株式１株につき500円 総額16,055,000円 

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日 

  平成21年11月27日 

 

 第２号議案 定款一部変更の件 

1. 提案の理由 

(1) 今後の事業内容の多様化に対応するため、現行定款第２条（目

的）において事業目的を追加するものであります。 

(2) ｢株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に

関する法律等の一部を改正する法律｣（平成16年法律第88号、以

下 ｢決済合理化法」という｡）の施行に伴い、現行定款に以下の

とおり変更を行うものであります。 

①決済合理化法附則第６条の定めにより、当社は株券電子化の施

行日（平成21年１月５日）において株券を発行する旨の定めを

廃止する定款変更の決議がされたものとみなされておりますが、

あらためて現行定款第７条（株券の発行）を削除するものであ

ります。 

②株券喪失登録簿は、決済合理化法施行の翌日から起算して１年

を経過する日までこれを作成して備え置くこととされているた

め、現行定款第８条（株主名簿管理人）を修正し、附則に所要

の規定を設けるものであります。 

(3) その他、条数の繰上げ、文言の修正や加除等の変更を行うもの

であります。 
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2. 変更の内容は、次のとおりであります。 
（下線は、変更部分を示します｡） 

 
現  行  定  款 変    更    案 

 
第１章 総 則 

 

 
第１章 総 則 

 
第１条    （条文省略） 第１条   （現行どおり） 

（目的） 

第２条 当会社は次の事業を営むことを目

的とする。 

 1.～16．  （条文省略） 

（新 設） 

 

（新 設） 

 

17.前各号に附帯関連する一切の業

務 

（目的） 

第２条 当会社は次の事業を営むことを目

的とする。 

 1.～16.  （現行どおり） 

17.食料品、弁当、惣菜等調理食品

の製造および販売ならびに宅配 

18.加工調理食品の製造および販売

ならびに宅配 

19.前各号に附帯関連する一切の業

務 

第３条～第４条（条文省略） 第３条～第４条（現行どおり） 
 

第２章 株 式 
 

 
第２章 株 式 

 
第５条～第６条（条文省略） 第５条～第６条（現行どおり） 

 (株券の発行) 

第７条 当会社は株式に係る株券を発行す

る｡ 

 

（削 除） 

（株主名簿管理人） 

第８条    （条文省略） 

２    （条文省略） 

３ 当会社の株主名簿（実質株主名簿

を含む。以下同じ｡)、株券喪失登

録簿および新株予約権原簿は、株

主名簿管理人の事務取扱場所に備

え置き、株主名簿、株券喪失登録

簿および新株予約権原簿への記載

または記録、その他株式ならびに

新株予約権に関する事務は株主名

簿管理人に取扱わせ、当会社にお

いては取扱わない｡ 
 

（株主名簿管理人） 

第７条   （現行どおり） 

２   （現行どおり） 

（削 除） 
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現  行  定  款 変    更    案 

 
（株式取扱規則） 

第９条 当会社が発行する株券の種類なら

びに株主名簿、株券喪失登録簿お

よび新株予約権原簿への記載また

は記録、その他株式または新株予

約権に関する取扱いおよび手数料

については、法令または定款に定

めるもののほか、取締役会におい

て定める株式取扱規則による。 

 
（株式取扱規則） 

第８条 株主名簿および新株予約権原簿へ

の記載または記録、その他株式ま

たは新株予約権に関する取扱いお

よび手数料、株主の権利行使に際

しての手続等については、法令ま

たは定款に定めるもののほか、取

締役会において定める株式取扱規

則による。 

（基準日） 

第10条 当会社は、毎年８月31日の最終の

株主名簿に記載または記録された

議決権を有する株主 (実質株主を

含む。以下同じ｡) をもって、そ

の事業年度に関する定時株主総会

において権利を行使することがで

きる株主とする。 
 

（基準日） 

第９条 当会社は、毎年８月31日の最終の

株主名簿に記載または記録された

議決権を有する株主をもって、そ

の事業年度に関する定時株主総会

において権利を行使することがで

きる株主とする。 

  ２    （条文省略）   ２    （現行どおり） 

第11条～第48条（条文省略） 

（新 設） 

第10条～第47条（現行どおり） 

附則 

第１条 当会社の株券喪失登録簿は、株主

名簿管理人の事務取扱場所に備え

置き、株券喪失登録簿への記載ま

たは記録に関する事務は株主名簿

管理人に取扱わせ、当会社におい

ては取扱わない｡ 

 第２条 当会社の株券喪失登録簿への記載

または記録は、法令または定款に

定めるもののほか、取締役会にお

いて定める株式取扱規則による｡ 

 第３条 前二条および本条の規定は、平成

21年１月６日から起算して１年を

経過した時をもって削除する｡ 
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 第３号議案 取締役４名選任の件 

 取締役日野洋一、荒武弘美、浦野敏男、星川正和、伊藤顕聖の５

氏全員が本総会終結の時をもって任期満了となりますので、改めて

新任候補者１名を含む取締役４名の選任をお願いいたしたいと存じ

ます。 

 取締役候補者は次のとおりであります。 
 
候補者 
番 号 

氏 名 
(生 年 月 日) 

略歴、地位、担当及び 
重 要 な 兼 職 の 状 況 

所 有 す る 
当社株式の数 

１ 
日 野 洋 一 

(昭和42年11月14日生) 

平成11年12月 当社設立 

       代表取締役社長 

       (現在に至る） 

12,508株 

２ 
浦 野 敏 男 

(昭和35年２月９日生) 

平成14年１月 当社入社 管理本部長 

平成14年３月 取締役管理本部長 

平成15年６月 常務取締役管理本部長 

       (現在に至る） 

26株 

３ 
星 川 正 和 

(昭和38年11月23日生) 

平成17年11月 当社入社 

       取締役開発本部長 

平成19年11月 常務取締役開発本部長 

       (現在に至る） 

57株 

４ 
新 槇 武 次 

(昭和18年７月15日生) 

平成11年12月 当社入社  

       取締役カラオケ事業本部長

平成13年３月 常務取締役カラオケ事業本

部長 

平成16年２月 常務取締役営業本部長 

平成18年５月 からふね屋珈琲㈱取締役 

平成21年１月 からふね屋珈琲㈱専務取締

役 

       (現在に至る) 

163株 

 
(注) 各取締役候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。 
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 第４号議案 会計監査人選任の件 

 当社会計監査人であります新日本有限責任監査法人が、本総会終

結の時をもって任期満了により退任するのに伴い、監査の品質及び

その適正性等を勘案し、改めて会計監査人の選任をお願いいたした

いと存じます。 

 なお、本議案につきましては当社監査役会の同意を得ております。 

 会計監査人候補者は次のとおりであります。 
 
名 称 太陽ＡＳＧ有限責任監査法人 

主たる事務所の所在地 東京都港区赤坂８－５－26 赤坂ＤＳビル西館９階 

沿 革 

昭和46年９月 太陽監査法人設立 

昭和60年９月 元監査法人設立 

平成３年４月 アクタス監査法人設立 

平成11年４月 元監査法人とアクタス監査法人が合併 

       アクタス監査法人となる 

平成13年７月 エーエスジー監査法人に社名変更 

平成15年２月 ＡＳＧ監査法人に社名変更 

平成18年１月 太陽監査法人とＡＳＧ監査法人が合併 

       太陽ＡＳＧ監査法人に社名変更 

平成20年７月 有限責任組織形態に移行 

       太陽ＡＳＧ有限責任監査法人となる 

概 要 

（平成21年７月現在） 

公認会計士(全体人数/うち代表社員･社員数) 105名（うち､代表社員26名､社員24名) 

会計士補数 19名 

新試験合格者数 73名 

その他監査従事者数 59名 

その他職員数 32名 

合計人数（非常勤者を除く） 288名 
 

 

以 上 



〆≠●0 
04_9323801102111.doc 
㈱鉄人化計画様 招集 2009/10/27 13:45印刷 1/1 
 

 

株主総会会場ご案内図 

 

会 場：東京都目黒区中目黒二丁目６番20号 
    京急建設イマスビル５階 
    株式会社鉄人化計画 大会議室 
    電話番号 (03) 5773－9184 

 

 

 

〔交 通〕 
●東急東横線 東京メトロ日比谷線 中目黒駅 徒歩12分 
●JR山手線 恵比寿駅 徒歩15分 
※恵比寿駅東口 スカイウォークを通り ガーデンプレイス側より 

●東急バス 

＜中目黒駅改札口＞ 
 中目黒駅バス停（渋41、黒09)→目黒警察署前バス停 下車
 徒歩１分 
＜恵比寿駅西口＞ 
 ③恵比寿駅バス停（渋72)→中里橋バス停 下車 徒歩３分 
※渋谷駅からお越しの場合、⑬渋谷駅西口バス停（渋41）からお乗り

いただき、目黒警察署前バス停でお降りください。(所要時間約20

分) 
 




